
１　特例解散した厚生年金基金の名称及び責任準備金相当額

自主解散型基金名

責任準備金相当額

減額責任準備金相当額

２　猶予を受けた期間及び額

設立事業所 納付猶予を受けた期間 納付猶予を受けた額

事業所１ 6 年 2,661,337円

事業所２ 1 年 4,889,987円

事業所３ 4 年 3,758,539円

事業所４ 8 年 11,806,005円

事業所５ 4 年 2,002,615円

事業所６ 1 年 1,095,430円

事業所７ 1 年 1,371,653円

事業所８ 3 年 437,486円

事業所９ 6 年 21,846,069円

事業所１０ 4 年 3,437,600円

事業所１１ 7 年 430,953円

事業所１２ 4 年 826,783円

事業所１３ 6 年 8,274,961円

事業所１４ 9 年 2,805,502円

事業所１５ 1 年 8,277,767円

事業所１６ 6 年 2,488,393円

事業所１７ 1 年 11,153,454円

事業所１８ 1 年 233,720円

事業所１９ 3 年 2,875,515円

事業所２０ 1 年 369,799円

事業所２１ 1 年 16,934,901円

事業所２２ 5 年 1,058,628円

事業所２３ 6 年 44,589,146円

事業所２４ 3 年 77,237円

公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための
厚生年金保険法等の一部を改正する法律に基づく
公表事項

長野県卸商業団地厚生年金基金

6,234,822,794円

6,082,379,861円



設立事業所 納付猶予を受けた期間 納付猶予を受けた額

事業所２５ 4 年 17,416,456円

事業所２６ 7 年 35,449,934円

事業所２７ 4 年 335,545円

事業所２８ 3 年 1,526,470円

事業所２９ 6 年 12,653,065円

事業所３０ 1 年 5,389,587円

事業所３１ 4 年 18,394,001円

事業所３２ 6 年 359,279円

事業所３３ 4 年 984,912円

事業所３４ 7 年 1,551,513円

事業所３５ 2 年 22,300,109円

事業所３６ 4 年 3,806,792円

事業所３７ 1 年 87,484円

事業所３８ 8 年 3,997,182円

事業所３９ 4 年 606,390円

事業所４０ 7 年 1,043,396円

事業所４１ 4 年 1,950,698円

事業所４２ 4 年 567,747円

事業所４３ 1 年 98,934円

事業所４４ 6 年 815,279円

事業所４５ 2 年 42,640,990円

事業所４６ 9 年 1,205,678円

事業所４７ 4 年 2,607,192円

事業所４８ 8 年 4,181,881円

事業所４９ 1 年 52,896円

事業所５０ 1 年 562,526円

事業所５１ 6 年 266,599円

事業所５２ 4 年 2,529,940円

事業所５３ 11 年 3,969,627円

事業所５４ 4 年 3,991,775円

事業所５５ 1 年 10,705,487円

事業所５６ 6 年 16,529,954円

事業所５７ 4 年 10,586,163円

事業所５８ 6 年 6,790,151円

事業所５９ 3 年 26,796,470円

事業所６０ 4 年 1,221,228円

事業所６１ 4 年 495,554円

事業所６２ 9 年 2,393,376円

事業所６３ 1 年 268,886円



設立事業所 納付猶予を受けた期間 納付猶予を受けた額

事業所６４ 7 年 1,367,607円

事業所６５ 6 年 6,000,399円


